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1　はじめに
米国における信用力の低い個人向け住宅融資(サブプライムローン)損失に端
を発した2008年世界金融危機(往1)は,同年9月15日のリーマン･ブラザーズ
の破綻で顕在化し,さらに各国株式市場での株価の急落,外国為替市場におけ
る大幅な変動,実態経済の悪化と続いた｡本稿執筆の2009年2月時点では,
各国の政府や中央銀行の様々な経済対策にもかかわらず,経済情勢は悪化する
一方であり回復の兆しは兄いだせていない状況にある｡
2008年9月以降の金融市場の大混乱は,経済活動のみならず,財務報告に
ついても問題となった｡特に,公正価値(fairvalue)会計を中心とした会計基
準が問題となり,会計基準設定機関から様々なりリースがあり,緊急の対応が
施され,さらに長期的な検討も行われることになった｡また監査についても,
この環境の激変に応じて,複数の基準設定機関よりスタッフ監査実務アラート
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(staff Audit PracticeAlert,以下｢監査アラート｣とする)が公表されるなどの動き
があった(注2)｡これらは,世界金融危機の悪影響を反映した財務報告を対象に
今後実施される監査に対して,現時点で注意が必要な会計･監査上の課題を示
すものでもあろう｡
本稿は,これらの財務報告を巡る動きについて,特に監査の面について,莱
国の公開会社会計監督委員会(public Company Accounting Oversight Board:
PCAOB,以下｢PCAOB｣とする) (注3)が公表した監査アラートに注目する｡この
監査アラートは,現在進行中の2008年世界金融危機が顕在化した時点で,既
存の関連する会計基準や監査基準等をもとに,監査人が注意すべきものを予防
的にまとめたものにすぎないが,ある意味現在の監査の課題を整理し一覧した
ものともいえる｡本稿は,この監査アラートについて,この金融危機の監査に
対する影響として検討していくことを目的とする｡これは,あくまでも金融危
機の帰結が定まっていない現時点での整理であり,現代の監査機能の特定の論
点についての理論的かつ体系的な検討には至っていない予備的なものにとどま
るが,経済事象の検討の積み重ねが,後の監査上の考察につながる可能性があ
ると考えて試みる｡
本稿の構成は,以下の通りである｡まず,次節では, 2008年世界金融危機
と財務報告に関する動向を簡単に整理する｡次に,第3節では, 2008年世界
金融危機において,特に論点となった公正価値会計について米国財務会計基準
審議会(FinancialAccounting Standards Board : FASB,以下｢FASB｣とする)が公表
した財務会計基準書第157号｢公正価値の測定｣ (statement of Financial Account_
ing Standard:SFAS No. 157, Fair Value Measurements,以F ｢SFAS第157号｣とす
る)の概要と金融危機後の二つの会計処理を整理し,後の監査の議論につなげ
る｡そして第4節として, SFAS第157号の発行時の金融商品の関する監査基
準を確認して,金融危機以前にPCAOBが公表した監査アラート第2号(2007
年12月) ｢金融商品の公正価値測定の監査と専門家の利用に関する問題｣ (Mat-
ters Related to Auditing Fair Value Measurements of Financial Instruments and the Use
ofSpecialists,以下[2007年12月PCAOBアラート]とする)を整理する｡続く第5
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節では,金融危機後に米国のPCAOBが公表した監査アラート第3号(2008年
12月) ｢現在の経済環境における監査の検討事項｣ (Audit Considerations in　仇e
cu汀ent Economic Environment,以下｢2008年12月PCAOBアラート｣とする)を整
理する｡最後に,これまでのアラートの検討をもとに, 2008年世界金融危機
の監査に対する影響について,整理案を提示する形で見積りの監査の課題を予
備的に検討しむすびにかえる｡
なお,本論文の議論は,基本的には,米国の会計基準及びそれに関連する監
査基準に限定している｡しかし,国際監査基準(Lntemational Standard on Audit-
ing: ISA,以下｢ISA｣とする)や日本における動きも忘れるわけにはいかないの
で,この時期の国際監査基準の動きについて,補遺1において,またこの時期
の日本の監査(日本公認会計士協会の会長通牒)については,補遺2をおいて紹
介する｡また,金融危機後の会計処理の例として,日本の三大メガバンクの
2008年度第3四半期の二つの会計処理について,補遺3に示す｡
2　2008年世界金融危機と財務報告に関連する動き
2008年9月に顕在化した世界金融危機は,現段階でも進行中であり,その
帰結は不明であるが,しばしば｢100年の一度の出来事｣と形容されるほど,
大きな経済活動の落ち込みを世界中にもたらしている｡この危機そのものの検
討は,時間をおいてから初めて可能となるものであり,また本論文の対象でも
ないが,以後の財務報告や監査アラートにおける議論との関連で簡単に触れ,
また本稿で考える財務報告に関連する3つの懸念事項を示し,金融危機直後の
基準設定機関の動きをまとめる｡
① 2008年世界金融危機の概要
今回の金融危機のそもそもの始まりは,米国での低所得者向けの住宅貸付
ローンが,住宅バブルの崩壊とともに焦げ付いたことである｡サブプライム
ローンは,専門的な処理により,そのリスクが少なく見えるように証券化さ
れ,多額の住宅ローン債権が金融商品の中に組み込まれ世界各地の金融機関や
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事業会社に売却され拡がっていた｡そのため,ローンの焦げ付きは,北米にと
どまることなく,それに投資した世界中の多くの金融機関や事業会社に損失を
発生させ,それらの資金調達に影響し,やがて大手金融機関の破綻･再編が続
出するようになった(注4)｡信用市場の混乱は,株式市場に波及し,また資金の
流れを大きく変え,外国為替市場を大きく変動させた｡日本についていえば,
日経平均は, 2008年世界金融危機によって, 2008年9月8日の1万2624円
50銭から10月27日には, 7162円90銭と大幅に下落し,また円は米国ドルに
対して1ドル110円前後から90円まで大きく変動した｡やがて,これらの金
融市場の混乱に対して,各国の政府や中央銀行による国際協調体制がG7及び
金融サミットの開催を経て構築され,公的資金の注入等の対策を講じられるこ
とになった(注5)｡にもかかわらず,実態経済にも悪影響が出始め,世界的な自
動車メーカーや電機会社の巨額損失(注6)が報じられるなど,経済活動は大きく
収縮しつつあり,ビック3と呼ばれる米国の大手自動車メーカーの破綻の可能
性が報道されるに至っている｡経済統計において経済活動を示す指標の記録的
な落ち込みや,失業率などの不利な経済指標の上昇が報じられるようになって
おり,末だ回復の兆しは兄いだせない｡
(彰財務報告に関する3つの懸念事項
今回の金融危機は,会計研究者である筆者の立場から見ると,現時点では,
少なくとも3つの懸念事項があるように思われる｡
第1の懸念は,財務報告の部分的な不透明性である｡これは,サブプライム
ローンをきっかけとした欧米大手金融機関の巨額の損失計上と一連の破綻･再
編を背景にしている｡これは,なぜ格付けも高く,専門家を集めた一流の大手
金融機関が,どのような投資をするかは各社の経営判断とはいえ,リスクの高
い投資に手を出し,会社の存続を危うくするようなことが突然発生したのかと
いう問題であり,会計情報を利用する立場からすると,なぜこれらの大手金融
機関の資産運用状況のリスクが財務報告利用者に伝わらなかったのかという疑
問を生むことになるのである｡今回の混乱の引き金をひいたサブプライムロー
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ンは,証券化され,いろいろな金融商品に組み込まれて世界中の金融機関に保
有されていたが,その損失計上との関連で,さらに損失隠しを懸念する声も生
じている｡なぜこのような金融危機を生じるような投資が拡がったのかについ
ては,金融工学を駆使した複雑な証券化と不適切な格付け機関等の存在も指
捕(注7)されるが,財務報告の部分的な不透明性もその一因であったのかもしれ
ない｡
第2の懸念は,市場の混乱における会計測定のあり方である｡これは,株式
市場の暴落･外国為替レートの大幅変動の発生を背景としている｡今回の金融
市場の大幅変動は,経済恐慌の不安を生じさせ,各国政府は,協調して経済対
策を行うことになった｡非常時ゆえに,思い切った対応が検討された｡これ
は,会計情報を作成する立場からすると,会計測定の基礎となる市場が大きく
変化した時期であった｡中には,活発であった市場で取引が急減して閑古鳥が
泣くような状態になったり,場合によっては市場が消えるような場合も出てき
た｡また市場取引についても,従来のような取引は行われなくなり,換金のた
めに異常に安値でしか取引が成立しないような状況も生じた｡単純に,急落し
た市場価格が,財務報告の測定として適切なのかという疑問や,従来の測定方
法の不合理性が明白になる場合もあった｡このような経済活動の動きは,市場
の混乱時の公正価値のあり方など財務報告の方法についても議論を呼ん
だ(注8)｡
第3の懸念として, 2008年世界金融危機が企業の財務報告における重要な
虚偽表示の可能性を増加させないかというものである｡背景として,これらの
金融市場での混乱が,実態経済に波及して,市場の需要が急激に落ち込み,自
動車,電機などの大手企業を中心に,大幅な損失が報告されており,現在も進
行中であるという状況がある｡雇用問題が話題になり経済指標は軒並み落ち込
みを示し,現段階ではまったく回復の兆しが見えていないようである｡このよ
うな時期は,一般に企業の破綻が増加し,粉飾決算なども行われやすいとされ
る｡会計情報について,通常の内容に加えて財務諸表を作成する企業の継続企
業の前提の検討との関係が問題となる場合が増えている(往9)｡
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(彰2008年世界金融危機直後の基準設定機関の動き
2008年秋,金融危機が拡大する過程で,国際会計基準審議会(International
Accounting Standards Board: IASB,以下｢IASB｣とする), FASB,米国SECの
ウェブサイトでは,各種の活動を示すものからコメントまで頻繁にリリースが
行われた(往10)｡それらの活動は,緊急の対応と長期的な対策に分けられ,公
正価値測定の基礎となる市場が混乱したときの会計処理などが論点となり,い
くつかの確認や対応がとられることになった｡
今回の金融危機の時期は,米国でSFAS第157号という公正価値会計の新た
な会計基準が導入され,本格適用前の一部早期適用されていた時期であり,こ
れらのリリースの中には公正価値会計に関するものが多かった｡そのために,
多くの財務報告に関係する機関が, 2008年秋に積極的に活動し,公正価値会
計と市場の混乱を中心にリリースを行った｡これらの内容については,前述し
たように第3節で整理する｡
また監査においても動きがあり,国際監査･保証基準委員会(International
Auditing and Assurance Standards Board: U払SB,以下, IuSBとする)が2008年
10月と2009年1月に, PCAOBが2008年12月に監査アラートを公表してい
る｡このうち, lAASBの監査アラートについては補遺1で整理し, PCAOBの
監査アラートの内容については,金融危機の前と後に分けて,前述したように
4節と5節で整理するが,まずは次節で,監査アラートで問題となっている公
正価値会計について, SFAS第157号の内容を確認し,また金融危機後,注目
された二つの会計処理を見ていく｡
3　SFAS第157号の概要と金融危機後の二つの会計処理
①SFAS第157号の概要
公正価値とは, ｢公正な評価額｣という測定属性を意味し,典型的には市場
価格が典型的なものであるが,その価格が,どのような市場における取引によ
るものか,市場がない場合はどうするのか等を想定して,その概念は見直され
てきた｡現在では,米国で,この危機の前に公表されたSFAS第157号｢公正
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価値の測定｣が,財務報告目的のための公正価値を測定する枠組みを確立し,
これらの測定についての開示を拡大するものとして存在している｡
SFAS第157号以前も,公正価値に関する会計基準は金融商品を中心に存在
していた(注11)が,異なる定義と限定的な適用であり一貫性にかけていた｡そ
こでSFAS第157号は,公正価値測定に関する一貫性と比較可能性を増加さ
せ,また関連する開示の拡大の必要性を意識して設定され,新たな規定が示さ
れており,これまでの会計処理を変えるものであった｡SFAS第157号
は, 2006年9月に公開され,その本格適用は, 2008年世界金融危機以降で
あったが,金融機関は早期適用していた(注12)｡
SFAS第157号は,形式的には,基準本文としての全39のパラグラフとA
からEに渡る長大な付録(Appendix)から構成されている｡ SFAS第157号の
本文は,範囲,測定,開示及び発効日の4つに分かれており,特に測定の中で
は,公正価値の定義や公正価値の階層などが示されており,会計実務に大きく
影響するものが含まれている｡後でSFAS第157号のうち,後の議論に関係す
る公正価値会計の定義とレベル1からレベル3の階層について確認する｡
なお,公正価値については,国際的な基準としては, IASBが設定した国際
財務報告基準(International Financial Reporting Standards : IFRS)第7号｢金融商
品:開示｣ (Financial Instruments : Disclosures)と,国際会計基準委員会(Inter-
national Accounting Standards Committee : IASC)から引き継ぎ改訂した国際会計基
準(IntematiOnal Accounting Standards: IAS)第39号｢金融商品:認識及び測定｣
(Financial Instruments : Recognitionand Measurement)が関連するものとなる｡
IASBは,公正価値について,現在のIFRSの様々な箇所に記述されているも
のを,首尾一貫したものにまとめようと試みているが,作業中である(注13)｡
日本では,企業会計基準第10号｢金融商品に関する会計基準｣や適用指針
第19号｢金融商品の時価等の開示に関する適用指針｣等が,この間題に関連
しているが,市場価格あるいは合理的に算定された価額(市場価格がない場合)
を時価としており, ｢公正価値｣という表現は使っていない｡
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(彰公正価値の定義及び公正価値測定の階層
SFAS第157号における公正価値は, ｢測定日現在において市場参加者の間
の秩序ある取引により資産を売却して受け取り,又は負債を移転するために支
払うであろう金額｣と定義している[FASB, 2006, par. 5]｡これは,大きな変更
であり,従来の資産･負債の公正価値は,資産取得時,あるいは負債を引き受
ける際の価格である｢入口価格｣ (entryprice)であったが,この定義により資
産を市場で売却吋能,あるいは負債の移転により支払われる価格である｢出口
価格｣ (exit price)をもとに測定することになった[FASB, 2006, par.7]｡出口価
格の典型は,市場価格であり, SFAS第157号の適用は,基本的には市場を非
常に重視するものであった｡
次に, SFAS第157号では,公正価値の評価方法としては,市場アプローチ
(同一一･又は類似する資産･負債の市場価格その他の情報を用いる方法),収益アプロー
チ(将来の利益やキャッシュ･フローの割引現在価値を算定するもので,オプション･
プライシング･モデルも含む),費用アプローチ(資産の再調達原価を用いる方法)
があるlFASB,2006,par. 18]｡これらの方法は,その状況で適切で,十分にデー
タが利用可能なものを,単独あるいはこれらを組み合わせた方法を用いるべき
であると述べている[FASB,2006,par. 19]｡これらのどのアプローチを採用する
かは,監査にも影響してくるであろう｡
またSFAS第157号は,資産･負債の公正価値測定の際に使用するデータや
仮定を｢インプット｣と呼び,その客観性により｢観察可能インプット｣ (ob-
seⅣable inputs)と｢観察不能インプット｣ (unobseⅣable inputs)に分類してい
る｡ ｢観察可能なインプット｣は,市場参加者が,報告エンティティーから独
立した源泉から入手した市場データに基づいて展開されて資産や負債の価格設
定において使われるであろう仮説を反映するインプットであり, ｢観察不能イ
ンプット｣は,市場参加者が,その状況で利用可能な最善の情報に基づいて展
開された資産や負債を価格設定する際に利用するであろう仮説についての報告
エンティティーの自身の仮定を反映するインプットであり,公正価値の測定に
おいて利用される評価方法は,観察可能インプットの利用を最大化し,観察不
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能なインプットを最小化すべきであると述べている[FASB,2006,par.21]｡
そしてSFAS第157号は,どのようなインプットを利用して公正価値を測定
するかを,レベル1-3に分類している(注14)｡これは,より客観的なインプッ
トが利用可能なものから,それらが難しいものまでを整理した階層となってい
る[FASB, 2006, pars. 22130]｡この考え方について具体例をいれた表を下記に引
用する｡
■表l SEAS第157号の規定するインプットのレベル
出所: [竹腰, 2008, p.16,形式等を修正]
インプット のレベル 丼Iwb委i?廂&ﾈﾈ??冽?(.x.ｨ.?饑?ﾈ8ﾈ7?ｲ?資産の具体例 
レベル1 乖雨ﾘ,育8?,???鳴ﾘｩ?ｨ耳,ﾈ?蝌-ﾈ+ﾘ,ﾙX俐(,ﾈﾟ(????rhA場価格が取得可能な東証 
価格 ??x,冉ﾘ?+8.ｨ,H*(.乘H??
レベル2 豫??)Eﾈ,?ﾈ7?ｳ?愛?ﾈ48987h6(6x,X決岑,丼?h+r?金利スワップなどデリバ 
るもの ?X487XⅹV?
1.活発な市場における類似の資産.負債の相場価格 唸､ｩJﾙ7)fﾙ:??xｨ雨ﾘ,X,?"?
2.活発でない市場における同一一一,類似資産.負債の価 玲ﾈ?)ｨ?,ﾈ-ﾘ,X竧処+8.ｨ.乘H??
檎 唳}韜x,ﾈﾜ(ﾊ?ｨﾏh､ｨ??,X神?
3.観察可能な価格以外のインプット ??8.ｨ,H*(.倩I^Xﾜ"?
4.相関関係等によって観察可能なデータから得られた 
インプット 
レベル3 豫??9Eﾈ,?8987h6(6v?仂h*ｩ<i?ｨ,Y?.?X+ﾘ4892?予想キャッシュ.フローに 
プットo 舒?8*ｹUﾘ廁+8.ｨ.倩I^X7H4?2?
(観察吋能な~i7)-場データに裏付けられていない) ??ﾈｩH??
さらにSFAS第157号では,開示について,最初に公正価値を認識した後の
継続的に公正価値測定を行う資産･負債と,そのような必要がないものに分け
て,開示規定を示している｡継続測定の場合とそうでない場合では,若干の違
いがあるが,基本は,公正価値の金額,階層の中で所属するレベル,重要な観
察不能インプットを使用している場合の説明とそれが損益計算に与える影響な
どの情報,公正価値測定方法といったものの開示が求められている｡レベル3
の観察不能なインプットをもとに公正価値が測定される場合は,レベル1など
のより客観性のあるインプットをもと七公正価値を測定される場合に比べて,
多くの開示内容が求められていることが特徴である｡
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SFAS第157号は,金融危機の後に,本格適用される予定であり,一部の金
融機関が早期適用していたが,大手金融機関の多額の損失を計上し,さらに危
機が大きくなるにつれて,財務報告に関する議論の中,リリースが追加される
ことになった｡次に, 2008年世界金融危機における財務報告の問題について
SFAS第157号及び他の要因に分けて,筆者が考える懸念事項に関連させて整
理する｡
(彰2008年世界金融危機とSFAS第157号に関するリリース
まず,この金融危機を財務報告の部分的な不透明性という懸念に関連させる
ならば,サブプライムローンを組み込んだ金融商品の公正価値が, SFAS第
157号でどのように扱われるかが問題となった｡サブプライムローンを組み込
んだ商品は, SFAS第157号の考え方では,一部レベル2のインプットもある
が,レベル3に分類されることが多い｡サブプライムローンに関連した損失
は,早期適用した金融機関の処理では,レベル2からレベル3に含まれること
が多く,その数字が,見積りで計算されることが多かったため,損失を隠して
いるではという疑念が拡がった(注15)｡さらに,サブプライム取引に関連した
クレジットデリバティブ(注16)とSⅣ(注17)の存在にも議論されるようになっ
た｡現在においては,財務報告の一層の透明性(transparency)を求めるきっか
けとなりつつある(注18)｡
またSFAS第157号は,市場混乱時における会計測定のあり方という2番目
の懸念に関連させるならば,その適用において,この金融危機の影響を大きく
受けることになった｡市場が大きく変動したために,追加の指針が必要とな
り,また会計理論よりも,危機から回復をはかる経済政策の面からも,公正価
値会計の適用について議論されることになった｡特にリーマン･ブラザーズ破
綻直後の混乱時において,経済対策の面から,時価会計の凍結といった極論さ
れ生じていたが,結果的に導入中の公正価格会計について,その細部や適用方
法等を再検討する機会となったといえる｡
2008年世界金融危機に際して,財務報告を巡っていろいろな検討がなされ
2008年世界金融危機の監査に対する影響の予備的検討　　81
たが,短期的にまとまったものとして, ①時価の確認と市場がまれな場合
(rare circumstances)の理論値の使用及び②金融資産の保有目的区分の変更があ
る｡どちらも多くの金融商品を保有している企業,特に金融機関の今後の四半
期や年次の財務報告には大きな影響を与えるものであり,場合によってその検
証可能性が監査上問題となる可能性もある｡この会計処理を利用することで,
今の市場環境において,金融商品に関する評価損の計上を一時的に避けること
ができる点も注意すべきである｡以下,これらの処理の導入の経緯を整理す
る｡
④時価の確認と市場がまれな場合の理論値の使用
2008年世界金融危機が拡大し,各国の証券市場等が暴落を示すようになる
と,会計測定の基礎の一つである市場価格について,会計上のその扱いが論点
となった｡
まずは, SFAS第157号を公表したFASBは, 2008年9月30日,米国SEC
とともに,共同声明｢公正価値会計の明確化｣ (clar姐cations on Fair Value Ac-
counting)を公表し,現在の環境が,財務情報の作成者,監査人と利用者につ
いて,公正価値の決定に関連する問題を特に挑戦的にしたことを認め,公正価
値の定義は秩序ある取引が前提であり,市場が活発でない環境では,観察可能
なインプットが必ずしも公正価値を表すものではなく,経営者の前提に基づく
調整を加えた理論値のほうが適切な場合があるということを述べた｡
さらに, 2008年10月10日には, FASBが,スタッフ見解(FASB Sta任Posi-
tion:FSP) No. FAS157-3, ｢活発でない市場における金融商品の決定｣ (Deter-
mlnlng the Fair Value of a FinancialAssetWhenthe Market for That Asset Is Not Ac-
tive)が公表され,さらにその考え方ははっきりと打ち出された｡
同スタッフ見解では,公正価値測定は,強制清算や投げ売りではなく,正常
な取引で売却したと仮定した場合の出口価格を見積もることを目的としてお
り,混乱した市場においては個々の取引ごとに判断することが必要であること
が確認された｡また,観察可能な市場取引であっても,それが現在のものでな
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い場合は関連性があるとはいえないため,重要な修正が必要というもの(レベ
ル3となる)であった｡またブローカーの気配値が,金融市場の活発な市場が
存在しない場合は,必ずしも決定的なものとなるとは限らないことも示された
lFASB, 2008, par. 9].
このような米国の動きに対して, IASBは10月2日にSECとFASBの声明
は国際会計基準でいうところの時価の解釈と整合的であるという旨のリリース
を出し,また日本も歩調を合わせ対応することになった(注19)｡
結果的に,今の市場について,それが正常ではなく清算や脅迫を伴うような
取引がある場合,その市場価格は公正価値とはいえず,それらに対してリスク
調整などを施した理論値(合理的な見積り)の使用が,国際的に可能となり,こ
れを選択した財務報告が今後行われることになった｡
筆者は, SFAS第157号を細かく検討してわけではないが,その後のFASB
の対応を見る限り,公正価値会計の基礎となる市場が,非常に大きく動き,場
合によって市場が成立しないことが,これほど早期に顕在化したことが基準に
対する追加リリースにつながったと推測している｡そこでは,時価の内容の確
認と市場がまれな状況にある場合の対応,市場価格が観察可能なインプットと
して不適切になり,合理的な見積りである理論値が適切な場合があることが確
認されているようである｡
市場のまれな場合における市場価格ではない理論値による公正価値の評価を
リリースで確認したことは,今後の会計処理に大きな影響をあたえ,また監査
においても注意すべきことと思われる(補遺3に日本の三大メガバンクの関連する
会計処理を示している)0
(彰金融資産の保有日的区分の変更
今回の金融危機のあと,打ち出された会計処理で目立つものとしては,債券
の保有目的区分の変更に関するものがある｡これは直接米国の会計基準の問題
ではなく,国際会計基準が米国に歩みよったものであるが,この時期の会計処
理としては重要なものなので取り上げる｡
2008年世界金融危機の監査に対する影響の予備的検討　　83
金融資産は,有価証券のように,売買目的か,満期保有目的か,といった保
有目的によって,市場価格で評価するか,償却原価法で満期まで調整していく
かが決まり,評価額は大きく異なる｡このような区分について,この区分を経
営者に自由に選択させると,都合のよい形で評価額が変わることになり,会計
操作につながるので,会計基準上,金融資産の保有目的区分の変更について
は,本来は厳格に規定すべきであるという考えがあった｡一方で,経済環境の
変化に合わせて対応することは企業としては合理的なことであり,このような
環境変化への対応を会計処理上一一律に認めないことは,会計操作の排除を超え
た企業の経営判断への過剰な規制となる可能性もあった｡
これらの保有目的区分の変更について,金融危機以前は,欧州や日本では,
これらを厳格に規定していた｡しかし,米国ではそこまで厳格に規定していな
かった｡そこで今回のような金融危機が発生し,市場が大きく変わり,金融資
産を市場価格で評価すると多額の評価損が出るような状況となると,環境変更
に応じて保有目的区分の変更(結果的に評価損の計上に影響する)を認めるかど
うかというこの処理の違いが問題となった｡
これについては, IASBが積極的であった｡坂本氏によると,欧州の金融機
関からの要望を受けて, IASBは, 2008年10月13日に, IAS第39号｢金融
商品:認識及び測定｣とIFRS第7号｢金融商品:開示｣を,金融商品の再分
類(reclassi五cation)に関して改訂した｡これは,米国で認められる保有金融資
産に係る満期保有目的区分への変更をIFRSも認め,米国と同じ立場に立つべ
きというEUからの要請に基づくものといわれる｡結果的には,まれな環境に
おける米国会計基準との差異をなくすことが主目的であり,いくつかの再分類
を認める(結果的に市場価格以外の評価が吋能となる)というものであった｡但
し,再分類において,理由,分類ごとの金額,損益影響などを注記することが
必要である｡特徴的なこととして,この改訂にあたっては,公開草案を経ずに
公開されており,また2008年10月31日までであれば,同年の7月1日にさ
かのぼって適用可能という異例なものであった｡
同じ議論は,日本でも行われ,実務対応報告第26号｢債券の保有目的区分
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の変更に関する当面の取扱い｣ (12月5日)が公表され,企業が保有する債券
の保有目的区分の変更容認を決定することになった｡これは,確認できる場
合, 10月1日に遡って適用可能となっている(注20)｡
このように,保有日的区分の変更は,米国と欧州の違いをなくす面から出た
とはいえ,正規の手続を経ることなく改訂され,また時間を遡って適用という
意味で,政策的な対応となっていたが,結果的に,企業に保有目的区分を変え
ることで評価損を計上しないことを可能とすることになった(補遺3に日本の三
大メガバンクの関連する会計処理を示している)｡
次節では,筆者の考える3番目の懸念との関連で, SFAS第157号の適用を
含めた2008年世界金融危機に関連するPCAOBの監査アラートの内容を見
る｡
4　関連する監査基準と金融危機前の2007年12月PCAOBアラー
ト
PCAOBは,アメリカ公認会計士協会(American Institute of Certi丘ed Public Ac-
countants:AlcpA,以下｢AlCPA｣とする)から公開会社向けの監査基準設定を引
き継いだ組織である｡これまで,内部統制監査に関する活動が大きな位置を占
めていたが,必要に応じて監査アラートを公表したり,新たな監査基準を設定
してきた｡ここでは,まず,今回の金融危機に関連する金融商品に関する米国
の監査基準を整理し,ついで2007年12月PCAOBアラートの内容を見てい
く｡
①金融商品に関する米国監査基準
金融商品に関連する米国の監査基準としては,監査基準書第92号｢金融派
生商品,ヘッジ活動,証券投資の監査｣ (SAS No. 92, AU Section332, Auditing
Derivative Instruments, Hedging Acdvities, and ∫nvestments in Securities,以F ｢第332
節｣とする) (注21)と監査基準書第101号｢公正価値測定と開示の監査｣ (SAS
No. 101, AU Section 328, Auditing Fair Value Measurements and Disclosures,以下｢第
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328節｣とする)が目立つが,そのほかにも監査基準書第57号｢会計上の見積
りの監査｣ (SAS No. 57, AU Section342, Auditing Accounting Estimates,以下｢第
342節｣とする)が大きく関わっている｡
これらを読み比べてみると,第332節は,監査対象であるデリバティブ等に
関する記述が多く,それらの取引についての注意すべきことの記述が多い｡こ
れに対して,第342節は,もっと一般的な見積りの監査手続についてのものだ
が,監査人がいかに監査対象に取り組み,いかに判断するかについての記述が
あり,重要である｡また公正価値に関連する第342節であるが,これについて
は前山氏は, ｢この(引用者注, SAS101号の)構成から示唆されることは, SAS
101号が,公正価値という監査という視点から既存の関連するSASを再編集し
たものである｣と述べて,再編集のもととなった基準として, SAS78号｢財
務諸表監査における内部統制の検討｣, SAS47号｢監査実施時の監査リスクと
重要性｣, SAS73号｢専門家の作業の利用｣及びSAS57号｢会計上の見積り
の監査｣を列挙している[2006年, p.156]｡
これは,監査基準の体系化がある程度進むと,後発の監査基準書は,設定順
序を反映し,その独自性を含みながらも,多くの項目で他の監査基準書と重複
することはやむを得ないこととなる｡むしろ,金融商品の監査独自の性格のも
のを,慎重に検討する必要がある｡なお,公正価値会計の監査は,監査手続と
して見ると,広い意味で見積りの監査の一類型であるという理解が現在一般的
となりつつあるようである(注22)｡
このように,従来の米国監査基準は,公正価値会計の監査に関する第328節
に,デリバティブに関する第332節があり,さらに会計上の見積りの監査とし
て,第342節が存在していた｡これらの基準は, AICPAが作成したものであ
るが,次に整理するPCAOB監査アラートにおいても,多数取り上げられてお
り,現在の米国の金融危機に関連する監査の基礎となるものである｡
②2007年12月PCAOBアラートの整理
このアラートは,正確には, 2008年世界金融危機に対するものではない｡
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もともとは,サブプライム問題の悪化とSFAS第157号の適用を背景に示され
たものであり, 2007年12月に公表された全部で9ページの短いものである｡
このアラートの注1では,すでにサブプライム問題が次のように取り上げら
れている｡
｢2007年の初期に,クレジット市場は,これらの変化する要因(引用者注,
ローンの滞納,債務不履行の割合の増大,住宅価格の下落等)に反応し始め,そして
サブプライムの抵当によって裏付けられたこれらの多くの有価証券の価格は下
落し始めた｡ある特定のタイプの担保付有価証券(collateralized secu山ies)の乏
しい取引量は,これらの金融商品の公正価値を見積もるための関連する市場情
報を得ることをいっそう難しくするかもしれない｡｣
[PCAOB, 2007, p. 1 footnote l]
このように, 2007年末には,サブプライム問題が,金融商品の公正価値評
価に与える悪影響を, PCAOBは理解し, ｢このスタッフ監査実務アラートの
目的は,金融商品の公正価値測定を監査するとき,そしてPCAOBの既存の基
準の下で専門家の仕事を利用するときに,監査人にその責任を思い出させるこ
とである｡このアラートは,急速に変化する経済環境の中で,金融商品の公正
価値に関係がある監査リスクを増やす可能性が高い特定の問題に焦点をあてて
いる｣ [pcAOB,2007,p.1]としている｡
PCAOBは,この短い監査アラートで｢公正価値会計の監査｣, ｢SFAS第157
PJ-の下での公正価値の階層の巾の分類｣, ｢専門家の作業の利用｣, ｢価格設定
サービスの利用｣の4つに分けて記述している｡その主要な内容は表2のとお
りである｡
この監査アラートの特徴としては,経営者の仮説の合理性と首尾一貫性の検
討の必要性,レベル1-3の不適切な分類に対する警戒,専門家の利用におけ
る3つの注意点(観察不能なインプットの重大な利用,評価方法の複雑さ,公正価値
測定の重要性),価格設定サービスが提供する情報の吟味などを強調していると
いえる｡公正価値会計の監査の問題点として,レベル1-3の不適切な分類や
観察不能なインプット-の注意などが明示されている一方で,後述する金融危
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■表2　2007年12月PCAOBアラートの内容　　　　[PCAOB, 2007, pp. 4-9]
｢公正価値会計の監査｣このアラートは,公-lr:_価値会計の監査に関する第328節を示して,監査 
人が財務諸表の公正価値測定と開示が,GAAPに準拠しているかどうかを評価すべきであるとして 
いるoまず,公正価備測定と開示について,SFAS第157弓-以前の会計其準と開示に関する文書を 
紹介した後,SFAS第157号の公正価倍の内容を紹介して,監査対象となる公止価値に関する知識 
を整理しているo次に,公_iE価値測定に対する監査として,関連するリスクに対lJtA.した:手続を計画 
し,実施する上で,監査人は,関連する統制を含めて,公:Tt価僻の測定と開示を決定する会社のプ 
ロセスの理解を得るべきことが基本とし,さらに,監杏人は,特に,経営者の仮説の合理性や苗尾 
一貫性,仮説のもととなるかもしれない歴史的な情報の性格,公正価値測定の会社の方法の首尾- 
貨性を検討すべきである,としているoまた観察不能なインプットにおける経営者の偏向について 
の注意を促しているo 
｢SFAS第157号の下での公正価値の階層の中の分類｣3つのレベルの内容を簡削二解説してい 
るoそして,監査人は,階層の3つのレベルのそれぞれに関連する異なる帰結が存在するため,会 
社が階層の中で不適切に公JT_価倍測定を分類する誘関のある状況について警戒すべきであるとして 
いるoまた財務諸表と関連する注記が,財務諸表利用者の利用や押解,また解釈に影響するような 
事項を伝えているかどうかという開示の問題が重要であり,監査人の判断に含まれるとしているo 
｢専門家の作業の利用｣公正価値の監査を扱う第328節に従い,監査人が,公~1ーI_価備について最 
要な財務諸表のアサーションを評価する実証性テストを実施する上で,監食証拠として専門家と契 
約すべきどうか,その専門家の作業を利用すべきかどうかを検討すべきであるとし,さらに,｢観 
察不能なインプットの重大な利用｣,｢評価技法の複雑さ｣,｢公正_価値測定の亜習性｣といった事項 
を考慮して専門家の技能と知識の有無を評価すべきであるとしている○なお,専門家の作業の利用 
についての一般的な指針としては,第336節を紹介し,専門家の発見事項を利用する卜で,専門家 
が使った方法と仮説を理解し,データの妥当性をテストし,発見事項がアサーションの裏付けとな 
るかどうかを評価しなければならないこと(公正価値については,さらに専門家の展開した仮定の 
評価が重要)を示し,また専門家の資格と専門家の作業の理解を求めている〔) 
価格設定サービスの利用もし会社がその公正価値測定について価格設定サービスを使うならば, 
監査人は,価格設定サービスが提供する情報の質を判断し,その監杏手続を調整すべきであるo特 
に,価格設定サービスが提供する価格が,どのような市場に基づいているのかについて,公止価値 
の適切な尺度としての適切件を考えて評価すべきであるo 
機以後の監査アラートに比べると情報が少ないのは事実である｡これは,この
監査アラートの発行されたときの状況と異なり,金融危機が深刻なものであ
り,事前に想定したものを大きく超える様々な監査上の課題が判明したためと
思われる.とはいえ, PCAOBは,この時点でSFAS第157号に関連してア
ラート公表の必要性を認め, SFAS第157号の内容を紹介しつつ,専門家の利
用や価格設定サービスといった特有の論点を含めつつも,公正価値会計の監査
を取り上げ,監査人の注意を求めたのである｡そして金融危機が顕在化する｡
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5　金融危機後の2008年12月PCAOBアラート
①2008年12月PCAOBアラートの概要
PCAOBは,金融危機の激化を受けて,監査アラートを12月5日に公開し
た｡なお,この前にIAASBがアラートを公表しており,これは補遺1で取り
上げている｡この監査アラートは, 2008年の世界金融危機及び実態経済の悪
化を背景に｢とりわけ,市場と経済における現在の不確実性は,特定の資産の
評価,減損,回収可能性あるいは,財務諸表に反映されている特定の債務の網
羅性と評価についての疑問を生じるかもしれない｣という認識の下,示された
ものであった｡
この監査アラートは,全部で33ページあるが,特徴として,前半に,監査
上の大きな問題を｢全般的な監査上の検討事項｣, ｢公正価値測定の監査｣, ｢会
計上の見積りの監査｣, ｢開示の妥当性の監査｣, ｢継続企業としてのエンティ
ティーの存続能力に対する監査人の検討｣の5つに分けて網羅的に取り扱い,
さらに後半は｢特定の財務諸表項目についての追加的な監査上の検討｣として
特定の論点の監査について説明している点である｡この監査アラートの内容に
ついて,ここでは前半と後半に分けて,前半の内容を表3に,後半の内容を表
4にまとめた｡
②2008年12月PCAOBアラートの前半
まず,この監査アラートの前半部分は, ｢全般的な監査上の検討事項｣にお
いて,概論を述べ,その後,現在の経済環境で問題となる金融商品に関連して
｢公正価値測定の監査｣, ｢会計上の見積りの監査｣, ｢開示の妥当性の監査｣に
分けて論じ,さらにこれらの影響で会社の存続が危うくなる場合も想定して
｢継続企業としてのエンティティーの存続能力に対する監査人の検討｣につい
ても触れる形となっている｡しばしば財務報告に関連する内部統制の監査に関
する記述があるのが, PCAOBによる監査アラート特有のものである｡
このアラートの前半の特徴としては, ｢全般的な監査計画｣の部分で,今回
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1表3　2008年12月PCAOBアラートの内容　　　　[PCAOB, 2008, pp. 2-17]
｢全般的な監査の検討事項｣　金融市場と最新の経済状況の事象によって影響を受けるような全般
的な監査の検討事項として, ｢監査計画上の検討事項J, ｢不IEリスクの検討事項｣, ｢内部統制の検
討事項｣, ｢実証手続に対する影響｣及び｢監査委員会との連絡｣に分けて述べている｡
･ ｢監査計画卜の検討事項｣においては,最新の経済状態が監査に影響するため,企業が事業展開
している産業に影響を5･える問題を検討し,また監杏の進行に応じて,それらに対する自分の押解
を更新しなければならないとして,特に5項Hの影響に対する知識を示している｡またリスク評価
の結果,特別な検討を要するリスクがあって全般的な対応を求める場合や,高いリスクのために,
手続の範囲を拡大したり,実施時期を期末に近づけたり,手続の件格を変更する場合が示されてい
る｡
･ ｢不tF_リスクの検討事項｣においては,誘因とT+-.力(Incentives and pressures)と機会(Oppor-
tunities)に分けて,不正リスク安閑を示して,財務諸表における虚偽表示や,内部統制または収
益認識に関連して監査人が果たすべき役割を述べている｡また,イくlEによる重要な虚偽表示の1)ス
クに対応する手続として,全般的な対応,実施されるべき監杏手続の性格,時期及び範囲,内部統
制の無視を想定した特別手続等をあげている｡
･ ｢内部統制の検討事項｣においては,現在の環境では,内部統制の有効な運用に監査人の注意が
さらに必要であり,とりわけ統制環境とリスク評価プロセス,また重要な資産や負債の評価に関連
するインプットや仮説の展開についての統制手続のような特定の勘定や開示に関する統制が問題と
なる｡また人件費の削減が内部統制に悪影響を及ぼすことと,財務報チiに開通する内部統制監査に
おいて,不IEによる重要な虚偽表示リスクを対象とするかもしれない統制の例を示しているo
･ ｢実証手続への影響｣においては,現在の環境が,固有リスク及び統制リスクを増加させるため
に,監査人は,発見リスクの水準を卜げるため,その監査手続を,その件質,時期あるいは範囲を
変更するか,あるいは追加手続を実施する必要があるかもしれない｡
･ ｢監査委員会との連絡｣においては,第380節に進づいて,会計上の見積りに関連する監査人の
判断を監査委員会に連絡し,議論することと,そのような項目の例を示しているo
｢公正価値測定の監査｣　公正価値会計の測定と開示の妥当性に関する榊難さを指摘した卜で,
SFAS第157号公表以後の出来事,とりわけ2008年10j3 10日に公表されたスタッフ見解FAS157
-3の内容を示し,評価技法とモデルの選択と複雑さなどの監査卜重要な検討事項を列挙してい
る｡ PCAOBとしては,公正価値測定の監査についてPCAOB2007年12月アラートで扱っている
ので,そこで扱われた公正価値会計の監査, SFAS第157号の公正価値の階層の中の分類,専門家
の作業の利用,価格設定サービスの4点についての参照を求めている｡
｢会計上の見朴Jの監査｣　会計上の見積りの監査について,基本的には第342節の内容に従い,
まず会計卜の見積りの例を示し,監査_l二歴史的経験を検討しつつも変更がある場介に注意すべきこ
とを述べて,ついで見積りの合理性の監査手続(見積りプロセスの理解をもとに,そのプロセスの
検討,独自の見積りの展開,後発事象のレビューを単独あるいは組み合わせて実施)とその鍵とな
る要因(重安件,感度,過去からの逸脱,主観性と虚偽表示と偏向の可能性)を示している｡最後
に監査判断として,潜在的な偏向について,個別の見積りの合理性のみならず,全体で検討するこ
とと回顧的なレビュー(retrospective review)の実施の必要性を述べている｡なお財務報告に関す
る内部統制監査との関連にも触れられている｡
｢開示の適切性の監査｣　企業のリスクと不確実性を含めた開示についてのリスクに濫査人が注意
する必要性を述べて,特定の開示規定をあげて,監査人が状況と事実に照らし合わせて,開示の必
要性を検討し,場合によって監査報告書で対応することが述べられている.また開示情報間の不一
致がないかについて,例をあげており,不一致があったときの対応を求めている｡
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｢企業の継続企業としての存続能力に対する監査人の検討｣現在の経済環境において,複数の企 
業が,継続企業としての営業を存続するその能力における課題に直面しているかもしれないo監査 
人が,合理的な期間(監査を受けた財務諸表Hから1年を超えないもの)の間,継続企業として企 
業が存続する能力について重要な疑義が存在するかどうかを評価する責任があるとして,継続企業 
の前提に対する監査人の検討について第341節の内容に従い,重要な疑義が存在することを示す状 
況や事象や,このような場合の経営者の計画に関連する検討事項を列挙して,監査人の対応を述べ 
ているo 
の危機の監査に与える影響を大きく取り上げていることである｡その中に,前
述した筆者の第3の懸念に相当する不正や虚偽表示への対応についても述べら
れている｡また公正価値会計の監査と見積りの監査が,重要な項目として示さ
れているが,前者については, 2007年12月PCAOB監査アラートを参照しつ
つ, SFAS第157号についてのスタッフ見解FAS157-3を示して,監査上の重
要な点を示している｡また開示や継続企業の前提についても取り上げているこ
とである｡
(彰2008年12月PCAOBアラートの後半
この監査アラートの後半は,選抜された財務報告領域における追加的な監査
上の検討事項(Additional Audit Considerations for Selected Financial Reporting Ar
eas)として,表4にある14の項目について,監査上の検討事項を解説してい
る｡これらは,監査人は,現在の経済環境と関係があるリスクの高まりに考慮
を払い,そしてその監査手続を適切に調整すべきことと求めるものである｡特
に,連結で,変動持分事業体(variable llltereSt Entities)問題を取り上げている
点や,またクレジット･デリバティブについて項目を独立させて言及している
ことが目立つ｡この後半部分は,金融危機の影響を受けた現在の経済環境にお
ける今後の決算処理を見据えて, PCAOBとして監査上の論点を予防的にまと
めたものと見られる｡
■表4　2008年12月PCAOBアラートの各論の内容　[PCAOB, 2008,pp. 18-33]
運担　サブプライム問題の際, SⅣを利用した連結外しが問題視されたが,それに関連して,それ
に関する会計基準に言及して,企業の取引のうち,その相手が変動持分事業体(Variable Interest
Entities)であるかどうか,それらはi-A.要な受益者であるかを検討する問題に言及している(注23)0
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収益認識現在の経済環境では,会社が収益達成の圧力が強くなり,収益の認識と時期に影響する 
可能性があり,返品の権利,預かり販売などを例に,監査人は,収益認識に関連した不正による垂 
要な虚偽表示のリスクに備えることを求めているo 
株式ベースの支払い最新の市場の状況において,株価は不安定となり,株式ベースの支払報酬 
(award)のもとになる仮説や報酬のそのものに影響するので,評価が問題となり,特にオブシヨ 
ンモデルによるもので検討すべきものや,支払報酬の修正がある場合の公正価値の測定について述 
ベられているo関連するPCAOBのQ&Aを示し,そこで監査人が検討する6項目を示し,さらに 
関連する監査基準香の参照先を明記している○ 
④金融危機に関するPCAOB監査アラートの内容
PCAOBの二つのアラートの内容をまとめると,監査人は, GAASに従い監
査を実施,証拠を入手し判断し意見形成するが,監査の基本的な流れは,節
311節と第312節に規定されているが,不正に関する事項は,第316節が重要
である｡特に,公正価値会計の監査(第338節),デリバティブ等の監査(第
332節),会計上の見積りの監査(第342節)に依拠することになる｡また要素
として,専門家の作業の利用(第336節),経営者陳述書の入手(第580節),及
び統治責任者への連絡(第380節)などが示されている｡監査報告書では,意
見内容(第550節)に加えて,追記情報の利用も選択肢となる｡継続企業の前
提の関連は,第341節に従い,またPCAOBが作成した財務報告に関連する内
部統制監査との関連に言及されている｡これらは,金融危機に対する現時点で
の既存の監査基準における対応をまとめたものであり, 2007年12月PCAOB
アラートに比べると内容は追加されており,これらを意識した監査の実施を,
基準設定機関は期待しているのである｡さらに2008年12月アラートの特徴と
して,新たに改訂公表された会計基準への言及を含む多数の個別論点への言及
がある｡
なお,米国では,非公開企業については依然AICPAが監査基準を作成し,
またこれらの問題に関心をもち,例えば会員用に資料を販売(注24)している｡
6　金融危機の監査に対する影響の予備的検討
本稿では, 2008年世界金融危機の監査に対する影響を検討するために,ま
ずは会計処理に大きな影響を与えているSFAS第157号の内容を確認し,また
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PCAOBによって公表された二つの監査アラートを整理してきた｡
監査アラート自体は,現行の監査基準を変えるものではなくいかなる拘束力
もなく,あくまでも発行時の環境において監査人に注意してほしいことを予防
的に示すという意味にとどまる｡しかし,現在の複雑かつ大部な監査規定の中
で,重要なものを示すというのは,時間やコストなど様々な制約の下で監査を
実施しなければならない監査人にとって有益であり,また基準設定機関として
は,最低限の監査の目安の提示によって,監査の質を確保する試みでもあり,
現在の監査を検討する一つの素材となりうる｡
検討したPCAOBの監査アラートは,当然金融危機前の2007年版と危機後
の2008年版では,当然のことながら内容は異なるが,両者は連続したもので
あり,当初のSFAS第157号についての監査上の注意事項を示すアラートか
ら,金融危機の発生と深刻化によって,公正価値の問題を連続して扱いつつ
も,より詳細になり,また他の事項についても扱うようになってきている｡以
下,金融危機の監査に対する影響について少し検討を試みる｡
2008年世界金融危機の監査において求められることは,これらの監査ア
ラートを見る限り,これまでと異なる市場の急速な悪化を視野にいれて,大き
な不確実性に対応することであり,それらが財務報告にもたらす影響を,企業
の存続可能性まで含めて考えることである｡実際,求められる監査手続として
は,金融商品の公正価値測定に関する監査が重要となり,その金額に関して評
価するために,その算出プロセスを理解し,場合によっては独自の計算を試
み,あるいはそれに関する内部統制を見ていくことが求められる｡また専門家
の利用や価格サービスの活用といったこの取引特有の要素が必要となり,さら
に開示のあり方や,監査報告書での強調区分での言及などの不確実性に対する
監査意見表明以外の対応についても検討が必要である｡これらの点で,監套上
注意が必要となる｡
さらにこれらの内容は,分野で分けると, ｢金融商品等の公正価値会計の監
査｣, ｢継続企業の問題｣, ｢その他の問題｣に分けられるようである｡監査人
は,どの分野であっても,経営者のアサーションについてそれを裏付ける証拠
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を入手するのが基本であるが,扱う問題によって違いが出てくるので,仮に次
のような形で整理することも可能であろう｡
■図　金融危機における監査上の課題の整理案
公正価値会計の監査(基本は,会計上の見積りの監査であるが,SFAS第157号に 
よりインプットの選択が重要となり,さらに金融危槻により市場の混乱による理論 
僻の選択等にも注意が必要となるo)経営者のアサーションについての証拠を入手 
するが,専門家の作業や価格設定サービスの利用や経営者確認書の入手といった手 
続も利用可能.開示の妥_当性も重要であり,また監査報告書における追記情報への 
記載も利用可能o 
その他の特殊事項の監査　クレジット･デリバティブやSⅣなど-の対応
継続企業の前提の検討重要な疑義をもたらす事象や状況の変化に注意しoまた経 
営者の計画や見通しも理解して,監査対象の存続能力を判断していくo 
これは監査アラートの項目を並べたにすぎず,不十分であり,さらに検討が
必要であるが,金融危機が,これまでの状況と異なるのは,不確実性の高さと
市場の混乱の規模であり,不確実性については,監査人はつねに最新の情報を
得て対応していくことが基本であり,規模から生じる経済的影響については,
監査対象の財務報告のみならず,その前提である継続企業としての存続能力に
も,これまで以上に注意することが求められそうである｡また会計基準に追加
指針が出ているという状況も重要であり,経済政策の一環とはいえ,これらの
追加指針の誤用や不正な適用により虚偽表示が生じる可能性があることにも留
意する必要があるであろう｡
このような監査アラートの意味は,現行の監査基準や監査業務の運用と1-鰭
になって,金融危機後の財務報告に対する監査の実施において,今後,監餐の
失敗の発生があるかどうかで問われることになるであろう｡実際,公正価値に
よる測定について,特に観察不能なインプットを用いている場合,どのように
して証拠を得て監査判断を行うのか,監査人は,経営者の公正価値測定につい
て,特に損失に関して,重要な虚偽表示や偏向がないかという判断を求められ
ることになるが,どのような論理で行われるのか,金融危機後の現在の市場環
境を,どのように認識するのか,さらには開示の監査の判断の難しさなど多数
の課題があるように思われる｡
???????????
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市場の変化が激しく,またこれまでとは断絶した形で変化するような経済環
境が,依然として残り今後も不確実な状態が続くという認識があれば,監査手
続や判断のあり方も,必然的に変わらざるをえない｡監査判断において,過去
のデータからの推測は,以前ほど適切ではない可能性があるし,専門家の作業
の利用において,専門家が利用しづらい場合も想定せざるをえない｡直近と異
なる市場環境を認識して,過去の市場観にとらわれない判断が求められる場合
も出てくるかもしれない｡これまで以上に後発事象等の最新の経済状況への注
意が重要となり,また財務報告に対する経営者の最新の意思や能力,コミット
メントの意味をより深く考える必要があるかもしれない｡
現在進行中の2008年世界金融危機は,規模と進行速度の点で異例のもので
あり,その帰結はまったく予想がつかない｡会計関連では,これまでのとこ
ち,財務報告の見直しの契機になっており,本稿で確認したように,短期的に
は時価としての理論値と保有目的区分の変更に関する確認あるいは解釈が示さ
れたところである｡今後は市場活発ではない状況について議論が重ねられ,関
連して会計上の測定についても再検討されることになろう｡
2008年世界金融危機を反映した財務報告について,監査人は,特に,金融
商品に関して,追加公表された実務指針を確認して,その時点の市場環境と経
営者の会計処理について証拠を入手して監査意見を表明することになる｡現時
点では,特段に新たな監査上の対応が求められていないかもしれないが,市場
変動や新たな処理に対する対応が,今後必要となる可能性が高い｡本文で取り
上げた市場がまれな場合の理論値の使用は監査上課題となるかもしれない｡今
級,市場が不確実性を増していくなかで財務報告の信頼性をいかに確保してい
くかという課題について,監査研究の立場からも,事態の推移を見守りつつ,
さらに検討と考察を重ねていきたい｡
補遺1 2008年世界金融危機後の国際監査･保証委員会(UASB)
の二つのアラート
IAASBは, 2008年世界金融危機に対する監査アラートとして, 2008年10
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月に｢現在の市場における公正価値会計の監査における課題｣ (challenges in
auditing fair value Accounting Estimates in the Current Market,以下, ｢2008年10月
IAASBアラート｣とする)と, 2009年1月に｢現在の経済環境における継続企
業の側面についての監査上の検討事項｣ (Audit ConsiderationsinRespect of Going
Concem in仙e Current Economic Environment,以下, ｢2009年1月IAASBアラート｣
とする)を公表している｡ IAASBは,国際会計士連盟(Intemational Federation of
Accountants)の中の組織で,監査や保証に関する国際基準を作成し,また監査
や保証に関する各国の基準と国際基準のコンバージェンスを推進する組織であ
る｡ここでは,そのアラートの内容を手短に紹介する｡これらは, PCAOBの
監査アラート同様,監査基準ではないが,特定問題について注意を喚起するも
のにすぎないが,国際監査基準の場合,クラリティ･プロジェクトによる多く
の監査基準の同時並行的な改訂を積極的に進めており,公正価値会計の監査に
関してもISAの改訂を終えて,今度は具体的な指針を作成中であるなど特有
の事情がある｡
(手2008年10月uASBアラート
この監査アラートは, 10月8日付けで公表された2段組で11ページのもの
である｡これは,公正価値会計に関するIAASBのプロジェクトと関係あり,
追加指針を作成するための2008年2月に特別委員会を設置し活動中のものを
背景に,特定の金融商品を対象とするものである｡タイトル通り,現在の環境
における監査の課題を網羅したものであるが,その内容は,次の表のようにま
とめられるが,基本的は,現行ISAにおける公正価値会計の監査に関するも
のを,監査の流れと各論及びその他の事項に分けて説明したものである｡
L表5　2008年10月IAASBアラートの内容　　　　　[IAASB, 2008, pp. 2-11]
公正価値を基礎とする会計において直面する課題　現在の環境の中では,公正価値の考え方を不確
実性の程度に応じて変わることを確認した後に, ｢環境変化により観察イ絹巨なインプットを使うよ
うになった場合,小確実性は増大し重要な虚偽表示のリスクに影響するが,公正価値が作成される
ならば,経営者はそれなりの根拠があるはずで,環境変化に応じた証拠を入手しなければならな
い｣としている｡
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公正価値に特に関連する基準における要件と指針　現在の事業トのリスクを含めて監査リスク･ア
プローチの流れで説明している｡現在の監査リスク･アプローチは, ｢企業とその環境の理解｣か
らリスク評価手続を実施して,その結果リスク対応手続を行う｡その流れで,公正価値会計の監査
について, ｢企業とその環境の理解｣として,金融商品に関するリスクの理解を求めて(ISA545
が追加指針),または,リスク対応手続で,影響する要関をあげ,特に市場の変化によって評価ア
プローチを変更して証拠を入手することが述べられている｡各論として, ｢専門家の利用｣と｢経
営者陳述書｣, ｢統治責任者との連絡｣, ｢公正価値に関する開示｣について説明している｡
公正価値会計の見積りの監査におけるその他の検討事項　何てiHこ対する監査人の責任｣, ｢監査報
告書｣, ｢継続企業の前提｣について説明している｡
国際会計基準審議会のイニシアティブ　最近の会計基準の動きへの注意を求めている｡
会計上の見恥Jと公正価値測定及び開示の監査についての最近の改訂　発効していないISA540の
改訂版の内容の解介と参考的活用を述べている｡
特徴として,公正価値会計の問題を,多面的に取り上げている点と最近の会
計と監査の動向について,特に末発効のISA540を取り上げている点がある｡
②2009年1月IAASBアラート
2009年1月, lAASBは,さらに継続企業の前提に対する監査人の検討に関
するアラートを公表した｡これは, 2008年10月アラートでも一部言及されて
いたが,さらに詳しいものとなり, 2段組で11ページにわたるものとなって
いる｡
2009年12月IAASBアラートは,冒頭に, ｢現在の環境における財務諸表の
作成における継続企業の前提の使用の検討に関係がある問題について監査人の
認識を深めるために｣公表したとあり,さらに｢経営者,統治責任者と監査人
は,同様に継続企業としてのエンティティーの存続能力に対する信用危機と経
済の落ち込みの影響と,エンティティーに対するこれらの影響が財務諸表に記
述されるべきか,さもなければ反映されるべきかどうかを評価することについ
ての挑戦に直面するであろう｣とあり, 2008年世界金融危機が深刻なもので
多くの企業の存続可能性に影響を与えることを背景に, 2008年度12月期以降
の年次決算が本格化する前に公表されたものと見られる｡
このアラートは,継続企業の前提を中心に扱い, ISA570の説明をしている
ものであるが,巻末にISA570以外の他のISAに対する言及(ISA540, ISA
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315, ISA540, ISA560, ISA560, ISA580)と例示があり,目立たないながら
も, 2008年10月IAASBアラートでは扱わなかった後発事象の検討の必要性
(ISA560)を加えており,金融部門における最新の事象に注意することを求め
ていることに注目すべきである｡
IAASBの監査アラートは,現段階でいえば,監査の基本的な手続は, ISA
315と330が規定し,公正価値会計の監査についてはISA545で規定してお
り,その要素として,会計上の見積りの監査(ISA540),専門家の作業の利用
(ISA620),経営者陳述書の入手(ISA580)及び統治責任者への連絡(ISA260)
などがある｡監査報告書においては,意見内容に加えて,追記事項の利用も選
択肢となるなど基本的にはPCAOBの監査アラートと変わるわけではないが,
構成上,継続企業の前提の検討について,独立した監査アラートが示されてい
る分比重が高く, PCAOBの2008年12月アラートのように個別の問題につい
てほとんど言及していない点が相違点である｡但し,まもなく会計上の見積り
の監査について,公正価値会計の監査と結合したISA540の改訂版が発効し,
状況が変わると見られるが,これは別の機会に検討したい｡
補遺2　日本公認会計士協会の会長通牒(2008年10月28日)
ここでは,日本におけるこの金融危機に関する日本公認会計士協会の対応に
ついて, 2008年10月28日の会長通牒｢証券化商品等の時価の算定等に関す
る監査上の対応について｣に触れる｡日本は,この金融危機に対して, 2008
年の9月段階では,サブプライム問題の直撃や金融機関の破綻･再編がないな
ど欧米とは異なる環境にあり,また筆者の知る限りは,監査アラートという仕
組みは存在せず,それに相当するものとして,会長通牒が使われていると見ら
れる｡以下は,その抜粋である｡
｢会員におかれては,今般の実務対応報告が現行の会計基準の枠内のもので
あることからすれば,その公表に伴い,特段の新たな監査上の対応が求められ
るものではないと考えられるが,証券化商品等の監査に当たり,市場価格を時
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価とみなせない場合の判断,時価の算定,適切な開示等に関し,実務対応報告
に十分留意するとともに,今一度現行の会計基準等を確認の上,状況に応じた
適切な対応を行うよう,求める次第である｡｣
ここでいう｢今般の実務対応報告｣は,企業会計基準委員会(ASBJ)が同日
公表した実務対応報告第25号｢金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱
い｣を指し,現行の会計基準等の確認を会員に求めているが,基本的には新た
な対応は不要という立場のようである｡さらに通牒は,以下のように続く｡
｢併せて,経営者の合理的な見積りに基づいて時価が算定される場合におい
ては,監査基準委員会報告書第13号｢会計上の見積りの監査｣では,諸受因
を勘案の上,経営者が行った会計上の見積りの方法について,仮定や情報の適
切性等を検討すること等を求めていることにも留意されたい｡｣
このように,会長通牒は,監査基準委員会報告書第13号｢会計上の見積り
の監査｣に特に言及しているのが特徴である｡今後,年次決算の監査を迎える
にあたって,日本公認会計士協会レベル,監査法人レベル,個々の監査人のレ
ベルで,今回の金融危機に対する監査上の対応が必要となるかもしれない｡
なお,日本公認会計士協会で,この前の2008年10月23日に,会長声明
｢時価会計等に関する所感｣を公表しており,そこで｢最近,公表されている
米国証券取引委員会(SEC),米国財務会計基準審議会(FASB)及び国際会計
基準審議会(IASB)における金融商品の時価の算定に係る取扱い等は,時価会
計そのものの凍結を容認した取扱いではなく,流動性の著しく乏しい債券等の
時価の算定等に係る取扱いについて,現在の基準の枠組みの中での対応が図ら
れているものであることを,会員におかれては正しく認識していただきたい｣
と述べている｡そして最後に｢金融市場の混乱を契機に金融商品の時価評価を
凍結することは,到底,賛同できないと考えている｣と結んでおり,当時の状
況が反映されている｡
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補遺3　日本の三大メガバンクの2008年度第3四半期の二つの会計
処理
2008年世界金融危機は,様々な影響を与えているが,ここでは財務報告に
関して日本の三大メガバンクである三菱UFJフィナンシャル･グループ,≡
井住友フィナンシャル･グループ,みずほフィナンシャル･グループの2008
年度の第3四半期第3四半期(2008年9月1日から2008年12月31日)につい
て,本文で取り上げた合理的な見積り(理論値)の使用と,保有目的区分の変
更について以下まとめた｡
これらの処理は,会計基準で認められたものであるが,大手金融機関の財務
報告ということもあり金額が大きい｡監査人は,このような見積りや保有目的
の変更について,不適切な事項が存在しないか,重要な虚偽表示を含んでいな
いか,不適切な開示がないか等,監査人は検討する必要があろう｡
①合理的な見積り(理論値)の使用
まずは,合理的な見積りの使用である｡これは,変動利付国債に関する会計
方針の変更による合理的に算定された価額による評価が典型的なものであり,
その処理の影響とその評価額の算出方法をまとめたのが次の表(単位の表現に
ついて修正)である｡
『表6　日本の三大メガバックの変動利付国債に対する会計処理の変更の影響と評価
方法
三菱UFJフィナンシャル. 倅?H?th7H4(6?85h888ｲ??みずほフィナンシャル.グ 
グループ ?ｸ?7b?求[プ 
′ゝ 倡8?廁ｦ?舒?8*ﾘ廁ｧｨ,?h.?市場価格をもって貸借対照表 倡8?廁ｦ????I?妺??Uﾂ?評価と比較して,｢有価証 ? ｨ,h+X+ﾘ?ﾘx,儂H-rﾊ)tﾂ?ｿ額とした場合に比べ,｢有 ~ヱ三 計 佶J8*｣塔H壓鈴??ﾊ(ﾄｨ錬?ｿ証券｣が1388億円増加, 伊J8*｣ ?壞鉄?iﾈ冷?
処 理 の ?Xｾ???*｣33(壓苓ﾋ淫ﾒﾂ?繰延税金資産｣が559億円 ?ﾘ?ﾊ(ﾄｨ露?ｾ???*｣??
｢その他有価証券評価差額 侏淫ﾒﾊ(+ｸ,ﾉ?tﾈ廁?ﾉIUﾘ幵?ｭ100万円減少,｢その他有 
影 響 仞?*｣cS(壓鈴???差額金｣が798億円,｢少数 ??伊IUﾘ廁ﾛxｧｨｾ?*｣?C?
株Li:_持分｣が30億2500万円 ??C?iﾈ冷ﾊ(晳?ｩH皦鰓?
増加o 兒ｪ8*｣cH壞S??ﾈ鈴????
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秤 ??(,ﾉy亜????xﾊ???"?ﾏ動利付国債の合理的に算定 俘yyﾙ4?伜ｩ.?8.ｨ+ﾘ廁ｧｨ/?｢?
た将来キャッシュ.フロー ?8.ｨ+ﾘ廁ﾌﾈ,ﾒﾈｺYGｸ,ﾉy?ﾅﾕﾘ.?定するにあたって利用したモ 
を,同利回りに進づく割引率 ???xﾊ????ﾘ彧x?ﾈ8H62?fルは,ディスカウント. 
に,内包されるオプション価 h8b?H8ﾘ?/?:?亜???キャッシュフロー法等であ 
価 方 ?ﾈｷ????ﾈ????,舒?2?薰ﾃく割引率を用いて割り引 ?鑓廁ｦ佇?噂?H,ﾒﾃ?D?
汰 ?(+ﾙzﾉ:?ｸ7h8ﾈ7????ﾉ{b?ｭことにより算定して,国債 俛?)y亜?姐??H?蜩?D?
して割り引くことにより算 ?ﾉy亜?姐???亜??ﾈ7ｸ8?の金利スワップションのボラ 
走o ?X4#?6X4(*｣ｦ蔦･???佇?噂??,X*?薬?eィリティ等であるo 
合理的に算定された価額による評価については,上記の変動利付国債以外
に,三菱UFJフィナンシャル･グループとみずほフィナンシャル･グループ
は,一部の証券化商品(三菱UFJフィナンシャル･グループは,企業向け貸出債権
を裏付資産とした証券化商品を対象に,みずほフィナンシャル･グループは,国内銀行
連結子会社の欧州拠点及び米州拠点等の貸出代替目的のクレジット投餐)について,
従来,市場価格に準ずるものとして外部業者(ブローカー又は情報ベンダー)か
ら入手する価格により評価をしていたが,自社における合理的な見積りに基づ
く合理的に算定された価額による評価に変更している｡この処理の影響とし
て,三菱UFJフィナンシャル･グループでは, ｢買入金銭債権｣が1842億
4300万円増加, ｢有価証券｣が39億6800万円増加し,またみずほフィナン
シャル･グループは, ｢有価証券｣が702億6500万円, ｢その他有価証券評価
差額金｣が237億5000万円増加している｡
この会計方針の変更について,三菱UFJフィナンシャル･グループは,証
券化商品について,企業向け貸出債権を裏付資産としたものと,その他に分け
て,前者については｢裏付資産を分析し,倒産確率,期限前償還率等を用いて
将来キャッシュ･フローを見積り,過去の市場実績等に基づいた流動性プレミ
アムを加味した利回りにより割り引いた価格と,外部業者より入手した価格の
双方を勘案して算出｣し,後者については, ｢同種商品間の価格比較,同一銘
柄の価格推移時系列比較,市場公表指標との整合分析等,定期的な状況確認を
踏まえ,外部業者から入手する価格に基づく価額｣を,それぞれ合理的に算定
された価額としている｡
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なお,みずほフィナンシャル･グループは,経営陣の合理的な見積りによる
合理的に算定された価額を算定するにあたって利用したモデルは,ディスカウ
ント･キャッシュフロー法,価格決定変数はデフォルト率,回収率,プリペイ
メント率,割引率等と述べている｡
これらの会計処理の変更により,日本の三大メガバンクの有価証券等が大き
く増えており,逆にいえば,この処理に変更しなかった場合,多額の評価損が
出たといえる｡またその評価の方法は,基本的には経営者の見積りであり,見
積り手法についても開示されている｡
(参保有日的区分の変更
次に,保有日的区分の変更については,三井住友フィナンシャル･グループ
は特に記載がないが,他の2つのフィナンシャル･グループについては処理を
行っている｡
三菱UFJフィナンシャル･グループは, ISABの対応をうけて次のように記
載している(一部表現を変更)｡
｢国際会計基準(lAS)第39号｢金融商品:認識と測定｣ (平成20年10月13
R改正国際会計基準審議会｡以下, ｢IAS第39号｣という)が改正され,平成20年
7月1日より適用されることになったことに伴い,一部の12月決算在外子会
社において平成20年7月1日に遡って適用し,従来,売買日的有価証券に区
分していた一部の債券を満期保有目的の債券及びその他有価証券の区分に変更
している｡なお,この変更に伴い,従来のIAS第39号によった場合と比較し
て, ｢経常利益｣及び｢税金等調整前四半期純利益｣は,それぞれ113億600
万円増加している｡｣
またみずほフィナンシャル･グループは,貸出金売却損失引当金の計上基準
の中で,保有目的区分の変更とその影響を次のように述べている(一部表記を
修正)｡
｢貸出金売却損失引当金を計上していた売却予定貸出金のうち,業況が良好で
あり,かつ,財務内容にも特段の問題のないと認められる欧州拠点の与信先に
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対する一部の貸出金等3267億9600万円については,公正な評価額で売却する
ことが困難であることから,保有を続けることが合理的であると判断し,当面
の間は売却を行わないこととしたため,当第3四半期連結会計期間末において
合理的に算定された価額により売却予定貸出金以外の貸出金へ保有目的区分の
変更を行った｡これにより,当第3四半期連結会計期間末において引き続き売
却予定貸出金としていた場合に比べ, ｢貸出金｣及び｢貸出金売却損失引当
金｣が269億4900万円減少している｡｣
両社の処理は,内容が違うので単純に比較できないが,保有臼的区分の変更
によって財務報告が大きく影響を受けることを確認しておく｡
なお,この二つの処理について,監査の立場から問題点を抽象的に考える
と,時価としての理論値の選択については,市場の状況に照らして不適切な場
合に理論値を選択する場合(会計方針の誤った適用)と,その算定された理論値
が合理的でない場合(虚偽表示や偏向が存在)が重要な虚偽表示となる可能性と
して考えられる｡市場の状況に合わせて,監査人は,従来の会計処理の妥当性
や,理論値の根拠となる要素などを検討する必要があると見られる｡保有目的
区分の変更についても,経営者の意思と市場の状況を注視する必要があると見
られる｡
(注1)本稿では,今回の金融危機を2008年世界金融危機(global丘nancial crisis)と
表現する｡信用危機(credit crisis)や信用市場の混乱(tumoil in credit mar
kets),世界同時不況(globalrecession)など,様々な表現が考えられるが,本稿
では,この危機の発生は2007年に遡るとされるが,この状況が顕在化した年度
と,世界的な金融上の影響を重視して,この表現とした｡本稿執筆時点では,金
融の混乱のみならず,実態経済の悪化を報じられるようになっており,この危機
の本質を判断するにはまだまだ時間が必要と思われる｡
(注2)本稿で補遺を含めて取り上げた米国PCAOBとlAASBの監査アラート以外
に,筆者が目にしたものとしては,カナダ勅許会計士協会(Canadian Institute of
Chartered Accountants : CICA)とイギリスの監査実務委員会(Auditing Practices
Board)の文書がある｡カナダの監査アラートは2008年2月公表のAuditing in
仙e Credit Cmnch Environment, 2008年11月公表のAuditing Considerations Re-
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garding Fair Value of Financial Assets in a Credit Crisisと2009年1月公表の
Auditing Considerations in the Cu汀ent Economic Environmentの3つがある｡イ
ギリスでは, 2008年12月公表のBulletin 2008/10, Going Concem Issues During
the Cu汀ent Economic Conditionsというものがある｡
(注3) PCAOBは,サーペンス･オスクレー法により2002年に設置された公開会社
を監査する監査人を監督する民間の機関であり,監査基準の設定や監査人の処分
などを行う｡内部統制報告及び監査に関する基準が有名であったが, 2008年に
は, 7つの監査全般に関する監査基準の公開草案を公表した｡
(注4)世界金融危機では,大手金融機関の巨額の損失による破綻･再編･公的資金の
注入などが目立った｡住宅ローン大手のファニーメイとフレディマックは,巨額
の資金援助の末に2008年9月には国有化された｡米国大手の五大投資銀行は,
ことごとく形を変えた｡首位のゴールドマン･サックスと2位のモルガン･スタ
ンレーは,持株会社に移行し商業銀行への業態を変えることになり, 3位のメリ
ルリンチは,バンク･オブ･アメリカに買収統合され, 4位のリーマン･ブラ
ザーズは6130億ドルという巨額の負債を抱え破綻をとげ,世界経済の混乱の引
き金をひいた｡ 5位だったベア･スターンズは, 2008年5月末にJPモルガン･
チェ-スに買収されたが,このときにも公的資金が使われた｡さらに世界最大の
保険会社であったAIGについても,その破綻の影響を避けるために,多額の公的
資金が投入され,米国の連邦政府の管坪下にはいった｡また欧州の金融機関にお
いても,巨額の損失を計上して公的資金が導入されることになった｡金融危機の
影響は,国際的な資金の急激な移動と呼び,アイスランドのように,国家の経済
を破綻に追い込むような状況さえ生み出した｡さらに最近では,金融人手である
シティグループが,米国の連邦政府の管理下におかれることが決まるなど,依然
として世界経済に大きな悪影響を与え続けている｡
(注5)世界金融危機に対する各国政府の対応は,様々なものがあり,現在もまた進行
中であり,最終的にどのようなものになるかわからない｡米国に関していえ
ば, 2008年11月3日の緊急経済安定化法が下院で可決され7000億ドルの公的資
金投入されることになった｡また2009年2月17日,オバマ大統領の署名によ
り, 7870億ドルの景気対策法案が成立した｡米国のみならず,各国の政府と中央
銀行が,国際協調して,財政出動に加えて,ゼロ金利政策などの金融政策を併せ
て対策を施している｡
(注6)今回の危機の実態経済の急速の悪化を象徴するのが,日本を代表するグローバ
ル企業,トヨタ自動車とソニーの業績予測である｡トヨタ自動車は, 2009年の2
月までに,業績予測を3度下方修正している｡平成21年度3月期の適期の連結
業績でいうと,売上高は,当初の25兆円(2008年8月7日公表)から, 23兆円
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(同年11月6日の修正), 21兆5千億円(同年12月22日), 21兆円(2009年2
月6円)と修正され,最終損益については,当初の1兆2500億円の利益(2008
年8月7日公表)から, 5500億日の利益(同年11月6日の修正), 500億円の利
益(同年12月22日)と修正され,ついに3500億円の赤字(2009年2月6日)
が見込まれることになった｡ソニーの場合,平成21年度3月期の適期の連結業
績において,売上高及び営業収益は, 2009年7月時点の9兆5000億円が, l司年
10月23日に9兆円に修止され,さらに2009年1月22日には7兆7000億rlJに切
り下げられ,また最終損益については, 2009年7月時点の2400億円の利益が,
同年10月23日に1500億円の利益に修正され,さらに2009年1月22日には
1500億円の損失となった｡両社以外にも,巨額の損失を計上する企業が,自動車
や電機を中心に続出している｡
(注7)サブプライムローンの証券化の仕組及びそれらを取り巻く問題については,下
記のウェブサイトを参照した｡
･牧野洋の｢世界の常識･日本の非常識｣スーパーAAAを作った錬金術,U経ビ
ジネスオンライン(2008年12月15日) <http : //business.nikkeibp.co.jp/article
/money/2008121 1/179917/ >
･藤原義幸, aZ+m portal(2008年2月13日) ｢(コラム)サブプライムローン-先
端金融技術のつまずき｣ <http : //ww.a2msn.jp/portal/column/single/subprime
/stoIY/02.html >
･室町幸雄｢信用リスク:サブプライムローン問題と証券化市場｣ 『ニッセイ年金
スタラテジー』 vol. 137,2007年11月<h仕p: //ww.nli-research.co.jp/report/
pension_strategy/2007/vo1 137/str 071 1 b.pdf>
これらを見ると,サブプライムローンのようなリスクの高い債権であっても,
証券化の手法によって,他の相関関係の低い資産と組み合わせて一つのパッケー
ジにして,その返済を受ける優先度から,優先,中間(メザニン),劣後(エク
イティ)という段階(トランシェ)に分けて,高い格付けを受けて販売されたこ
とや,サブプライム問題において想定外の大きな損失が発生したためにその仕組
みが崩れたことがわかる｡
また,格付け機関等にも問題があり,それらの状況については,例えば,次が
参考となる｡
Roben Farzad,Let the Blame Begin (BusinessWeekのウェブサイト:米国時間
2007年7月27日) <http : //www.businessweek.com/investor/Content/ju1 2007/
pi 20070726_003656.htm?°han-top+news_top+news+index_best+of+bw > (翻訳｢サ
ブプライム,責任転嫁合戦｣日経ビジネスオンライン2007年8月20日) <h仕p://
business. nikkeibp.co jp/article/world/200708 16/ 132283/ >
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(注8)市場の流動性が低下した場合などの市場の混乱時が,公正価値会計等の会計に
与える影響についての懸念は,今回の危機の前に,金融安定フォーラム(The Fi-
nancial StabilityForum:FSF)による2008年4月7日付けのG7財務大臣に対す
る報告書(Report of the Financial StabilityForum on Enhancing Market and Insti-
tutional Resilience)に示されていた｡ FSFの勧告の中に｢IAASB,主要国の監査
基準設定機関と関連する規制当局が,市場の混乱の間に学ばれた教訓を検討し,
必要な場合は,複雑な,あるいは流動性が乏しい金融商品の評価と関連する開示
の監査についての指針を強化すべきである｣ [FSF,2008a]というものが含まれ
ていて,現在の市場の混乱に対する会計規定の設定のきっかけとなったようであ
る｡その報告書では,資本,流動性及び財務管理に対する憤重な監督の強化,逮
明度と評価の強化などの今凹の金融危機に対応LulL能な勧告が含まれていた｡ FSF
は,その進行状況についてフォローアップする報告書[FSF, 2008b]を公表して
いる｡
(注9)世界同時イく況の現在,存続が困難になっている企業は多数存在していると見ら
れ,財務報告に関連して継続企業の前提が問題となる事例が増えていると且られ
ている｡例えば, 『週間東洋経済』の2009年2月21日弓･pp.42-43の｢『継続疑
義』が語る企業の危機｣などにまとめられている｡
(注10)この時期の基準設定機関等の活動の内容は,機関によってはウェブサイトに
独立した項目として一一覧できるようにしている｡ 2009年2月現在において以下の
通りであった｡米国SECについては, SEC Actions During Turmoil in Credit
Marketsとして, http : //WⅥW.sec.gov/news/press/see-actions.htmにまとめられ
ている｡ IASBについては, IASB response to thefinancial crisisとして, http://
ww.iasb.org/About+Us/About+the+IASB/Response+to+the+credit+crisis.htmに示
されている｡ FASBについては,関連するりリース以外に, Financial Crisis Advi-
sory Group (FCAG)について, h仕p : //www.fasb.org/fcag/で,その活動が示さ
れている｡ CICAについては, Global Financial Crisisとしてh仕p : //ww.cica.ca/
index.chl/cLid/48464/la_id/1.htmにまとめられている｡
(注11) FASBは,従来,公正価値測定を様々な基準で求めてきたが,今回の見直し
によって現行基準等に大きな影響を与えることになった｡そこで, SFAS第157
号は,その付録Dで会計原則審議会(Accounting Principles Board :APB)及び
FASBの影響する発表(pronouncement)を参照し,特にアスタリスクで示した
ものBもついて,付録Eで,どのように改訂するかを示している｡デリバティブや
企業結合,退職給付,減損等について改訂が示されている｡
(注12) 2006年9月に, FASBは, SFAS第157号を公表したが,これは2007年11月
15日以降の会計年度とそれらの会計年度の期中について公表された財務諸表につ
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いて発効することになっていた｡ 2008年2月にFASBはスタッフ見解第FAS157
11号｢FASB基準書第13号及び同基準書に基づくリースの分類･測定に関連す
る公正価値測定について規定している他の基準書へのFASB基準書第157号の適
用｣,同第157-2号｢FASB基準書第157号の適用日｣を公表した｡これらは,特
定のリース取引をSFAS157の適用対象範囲から除外し,非金融資産及び非金融
負債についてSFAS157の適用日を一一部- ･年間延期するものであった.
(注13) IASBのウェブサイトによると, IASBのExpert Advisory Panelが, 2008年
10月にMeasuring and disclosing the fair value offinancial instruments in markets
that are no longer activeという報告書を公表し,現在,公正価値測定と仏S第39
号｢金融商品｣の改訂に関するプロジェクトを続行中である｡
(注14)このレベル2とレベル3の区別について,米国の4つの金融機関に関してヒ
アリングした結果が表形式で示されている[三上, 2008,p. 14]｡金融機関Aは,
様々な金融商品を対象に,観察可能なインプット数より区分し,各資産の全ての
インプットが観察可能ならばレベル2,一つでも重要なインプットが観察不能な
らばレベル3,金融機関Bは,ローン担保証券(CLO)を対象に,インプットの
観察可能性より区分し, 90%以上のインプットが観察可能ならばレベル2,観察
叶能なものが90%未満ならばレベル3,金融機関Cは,住宅ローン担保証券
(RMBS)を対象に,データの入手先からLX.分し,外部ベンダーによる場合はレベ
ル2,ブローカーによる場合はレベル3,金融機関Dは,資産担保証券(ASS)を
対象に,格付けによる区分し,購入したAAA/AAの格付け商品はレベル2,それ
以外または自社で発行した低格付け商品はレベル3となっている｡ 4つの金融機
関は匿名で示されており,対象となる金融商品も違い単純比較できないが,興味
深い結果である｡
(注15)近年のアメリカの財務報告に関する懸念について,日経ビジネスオンライン
で公開されている杉田庸子の｢U.S.発　企業会計最前線｣の次の二つの記述が詳
しい｡
･サブプライム,追加損失の有無はここを見よ　財務諸表にある｢レベル3資産･
負債｣に注目(2007年10月22日, http : //business.nikkeibp.co.jp/article/pba/
20080924/ 17 1 592/)
･ ｢負の資産隠し｣を許した米国の盲点　2008年9月金融危機を検証する
(2008 $ 9月28日, http : //business.nikkeibp.co.jp/article/pba/20071015/
137451/)
(注16)クレジット･デリバティブとは,企業のデフォルト(債務不履行)のリスク
を取引する金融派生商品であり,例えば,その代表例であるクレジット･デフォ
ルト･スワップの典型的な構図は,ある会社(参照企業)のデフォルトについ
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て,それが発生した場合の損害を保証するという契約を結ぶものである｡この場
合は,買い手が定期的に売り手にリスクプレミアムを支払うが,売り手はもし参
照企業にデフォルトが発生した場合にその損害額を支払わねばならないといわれ
ている｡この取引の問題点の事例としては,例えば, AIGがある｡同社は,その
子会社でクレジット･デフォルト･スワップを大量に販売しており,それが金融
危機によって会社の存続が困難なほどの損失を生じたが,その破綻の影響を苦慮
した米国連邦政府によって多額の資金を注入されることになった｡
(注17) SIV (Structured Investment Vehicle)とは,投資目的に設立された特別目的
会社のことである｡資産を担保にして短期資金を調達し,その資金でサブプライ
ムローン債権を含む住宅ローン担保証券などに投資して利ぎゃを稼ぐ｡投資家の
求めに応じ,銀行などが連結対象外の運用組織として設立してきた｡資金繰りが
悪化しても銀行の財務諸表には載らないため,その実態をつかみにくい｡
(注18) IASBとFASBは,金融危機アドバイザリー･グループ(Financial Crisis Ad-
visoIY Group :FCAG)を組織して,世界的な金融危機から発生した財務報告の
論点を検討するための諮問グループであり, 6ケ月という時間で結果を出すこと
になっているが,その中に財務報告の透明性の完全に関する議論が,公正価値や
簿外取引の検討とともに入っており,今後の財務報告の改善につながると見られ
る｡活動については, http : //www.fasb.org/fcag/index.shtmlに示されている｡
(注19)日本においても,これらの動きに対して,企業会計基準委員会(ASBJ)は,
実務対応報告第25号｢金融資産の時価の算定に関する実務上の取り扱い｣ (10月
28日)を公表し,これまでのことを確認した｡その中には,市場で売買が成立せ
ずに投げ売りとなっている金融商品について｢時価｣ではなく,配当予想などを
基に算出した価格を使うことを認めるというものが入っていた｡これについて西
川氏が次のように説明している[西川, 2009年,p.3]｡
｢我が国では,金融商品会計基準において金融商品の会計処理及び時価の算定
が定められ,市場価格と合理的に算定された価額の区別がある｡もともと我が国
では,市場価格があっても,入手不可能な場合等では合理的に算定された価額を
使用できたので,このことを実務対応報告第25号で再確認することになった｡｣
(注20)但し,日本では債券に限定しており, IFRSの持分金融資産を含めているもの
とは異なる｡西川氏によると, ｢そこで,実務対応報告第26号は応急的なものと
して適用期限を定め,恒久的な見直しを前提することで有事対応の危うさを修正
できる枠組みを置いた｡また,後知恵の誹りを回避するよう遡り適用に意思決定
要件を追加した｡｣ [2009年, p. 3]とあり,基準設定機関としての対応が示され
ている｡
(注21)監査基準書第92号につながる監査基準書は,表題や内容を変えながら,何度
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も改訂を続けてきている｡最初は, 1965年9月公表の監査手続書(Statement on
Auditing Procedure)第34号｢長期投資｣ (IJOng-Term Investment)であり,こ
れが1972年7月に監査手続書第51号｢長期投資｣に改訂され,さらに, SAS第
1号の第332節の長期投資に関する監査証拠となった｡これが1996年12月に監
査基準書第85号｢投資の監査｣ (Auditing Investments)に改訂され,さらに
2000年9月に監査基準書第92号｢金融派生商品,ヘッジ活動,証券投資の監
査｣に置き換えられてきた｡
(注22) lAASBは, 2008年2月13日,国際監査基準(International Standard on
Auditing: ISA)第540号｢公正価値会計の見積りを含む会計上の見積りの監査｣
(Auditing Accounting Estimates, Including Fair Value Accounting Estimates, and
Related Disclosures)を公表した｡これは,従来の見積りの監査を見直したもの
であったが,その作成の過程で, ISA545 ｢公正価値の測定と開示の監査｣
(Auditing Fair Value Measurements and Disclosures)との結合が行われた｡これ
は, ISA545の監査手続は,本質的にはISA540と変わらないという意見から行わ
れたものである｡
(注23)杉田[2008a]によると,変動持分事業体に関する問題も議論された｡これ
は,損失を飛ばした特別目的会社(SPE)を連結から外して決算を操作する手法
を回避するために考えられた概念であり,非常に複雑な規定が設けられたが,そ
れでもこの規定さえ回避して連結から外されるような投資事業体の仕組みが開発
され,今回のサブプライム問題に関連しているようである｡
(注24) AICPAのウェブに掲載された監査基準審議会のタイムテーブルによると,第
328節,第332節,第342節をまとめたAuditing Fair Values, Derivadves & Esti-
matesというプロジェクトが進行しており,公開草案を2009年4月に予定してい
ることが示されている｡またAICPAのウェブサイトには,会員向け資料とし
て, Cu汀ent Economic Crisis - Accounting and Auditing Considerationsという資
料が販売されている｡筆者は,まだ未入手であるが,扱われている項目として,
活発でない市場における公正価値の測定を含む公正価値会計での検討事項とその
監査,一時的ではない減損,会計上の見積りの監査,流動性の検討,継続企業の
前提の検討,不正の検討があり,本文で扱ったPCAOBの監査アラートやMSB
の監査アラートと共通する問題が取り上げていることが伺える｡
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